
  

 

 

こ
の
間
の
主
な
活
動 

（
平
成
３０
年
６
月
） 

８ 

農
業
基
盤
整
備
促
進
事
業
長
瀬
地
区
推
進
委
員
会 

１
０ 

長
瀬
中
央
自
治
会
ふ
れ
あ
い
球
技
大
会 

１
１
～
１
３ 

市
議
会
一
般
質
問
・
長
瀬
地
区
会
議
第
３

回
理
事
会 

１
４ 

依
田
窪
南
部
中
学
校
議
会
・
所
属
団
体
研
修
会 

１
５ 

市
議
会
・
総
務
文
教
委
員
会 

１
７ 

軽
井
沢
町
へ 

１
８ 

県
民
の
会
上
田
駅
前
で
街
頭
宣
伝
、
総
務
文
教
委

員
会
懇
親
会 

１
９ 

所
属
し
て
い
る
丸
子
メ
ッ
ツ
の
慰
労
会 

２
０ 

上
田
市
議
有
志
で
つ
く
る
「
農
業
政
策
議
員
連

盟
」
「
観
光
産
業
振
興
議
員
連
盟
」
の
総
会
、
庁
舎

建
設
説
明
会
（
上
田
創
造
館
） 

２
１ 

メ
ル
シ
ャ
ン
勝
沼
工
場
長
の
市
長
訪
問
に
同
席 

２
２ 

西
内
小
学
校
音
楽
会
、
丸
子
温
泉
開
発
㈱
臨
時
取

締
役
会
・
株
主
総
会 

２
３
～
２
４ 

上
越
市
で
「
つ
ど
い
」 

２
５ 

６
月
定
例
会
閉
会
日 

２
９ 

別
所
丸
子
線
綺
麗
同
盟
会
総
会 

３
０ 

い
き
い
き
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
２
０
１
８
健
康
と
福

祉
の
祭
典
、
第
１
４
回
う
え
だ
給
食
ま
つ
り 

（
平
成
３０
年
７
月
） 

１ 

依
田
川
沿
岸
土
地
改
良
区
共
同
作
業
（
草
刈
り
） 

２ 

長
瀬
地
区
会
議
第
４
回
理
事
会
、
第
一
回
全
体
協
議

会
、
第
一
回
住
民
懇
談
会 

４ 

陣
場
台
地
研
究
委
員
会
幹
事
会 

５ 

平
和
行
進
（
長
和
～
大
屋
駅
）
、
社
会
を
明
る
く
す

る
運
動
上
田
大
会 

６ 

上
田
広
域
連
合
議
会
管
内
視
察
（
上
田
南
部
消
防
署

と
丸
子
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
） 

８ 

共
産
党
県
議
団
主
催
県
政
報
告
会 

 

（
今
後
の
予
定
） 

（
平
成
３０
年
７
月
） 

９
（
～
１
１
）
総
務
文
教
委
員
会
行
政
視
察
（
大
阪
府
箕

面
市
・
山
口
県
宇
部
市
・
愛
知
県
豊
橋
市
へ
。
公
共
施

設
の
あ
り
方
、
文
化
施
設
の
運
営
、
防
災
対
策
に
つ
い

て
の
研
修
で
す
） 

１
４ 

陣
場
台
地
研
究
委
員
会
の
関
連
事
業
、
城
下
後
援

会
の
つ
ど
い 

１
５ 

日
本
共
産
党
創
立
記
念
日 

１
８
（
～
１
９
）
上
田
地
域
広
域
連
合
議
会
行
政
視
察
（
千

葉
県
松
戸
市
・
栃
木
県
小
山
市
へ
。
防
災
セ
ン
タ
ー
、

清
掃
セ
ン
タ
ー
に
つ
い
て
の
研
修
で
す
） 

１
９ 

長
野
県
知
事
選
挙
告
示
（
～
８
月
５
日
投
開
票

日
） 

２
２ 

地
元
自
治
会
の
共
同
作
業
（
草
刈
り
な
ど
） 

２
６ 

丸
子
信
州
新
線
道
路
期
成
同
盟
会
総
会 

２
８ 

陣
場
台
地
研
究
委
員
会
の
関
連
事
業 

（
平
成
３０
年
８
月
） 

４ 

丸
子
ド
ド
ン
コ 

５ 

信
州
爆
水
ラ
ン 

※
す
べ
て
の
行
事
に
参
加
す
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。 

写真通信 

左（上）から、給食まつり（アリオ）、西内小学校音楽会（西内小体育館）、健康と福祉の祭典：丸子修学館生徒（セレスホール）、長野県国民平

和大行進（県内通し行進者の古平浩之さんと大屋駅前で）、メルシャン㈱の市長へ訪問（上田市役所）、上田市社会福祉協議会のイメージキャラク

ター“うさたま”と（丸子文化会館）、長和～丸子地域自治センター～大屋コースの国民平和大行進参加者のみなさんと（丸子地域自治センター） 

栗  

                 

 

請願第 1号 安倍首相の下での憲法９条改定の発議に反

対する請願 賛成討論（要旨） 

○請願は、「アベ政権の下での９条改憲は、憲法違反と批判される

ことなく世界のどこへでも出かけて同盟国と共に参戦できる道を

開くもの」として、「国運を左右する重大な改憲発議をすべきでは

ない」としています。 

 安倍首相は、昨年５月の憲法記念日に、「９条１項、２項を残し

つつ、自衛隊を明文で書き込む」憲法を２０２０年に施行したい

と表明しました。安倍首相が期限を切って条文まで挙げ改憲の意

思を示したのは初めてであり、首相らの憲法尊重擁護義務を定め

た９９条を投げ捨てたまさに暴走といわざるを得ません。いま、

国会や政府が変えるべきは憲法ではなく、憲法をないがしろにし

た政治そのものだと考えるものです。 

 

請願第２号 核兵器禁止条約の日本政府の署名と批准を

求める意見書採択についての請願 賛成討論（要旨） 

○請願は、「戦争被爆国として、核兵器禁止条約の日本政府の署名

と批准を早期に求める」内容です。 

核兵器禁止条約は、核抑止の概念も否定していて、核廃絶に向

けて、核兵器を一律に禁止する非常に厳格な内容となっています。 

「核兵器禁止条約」によって、一層鮮明になったのは、「核兵器の

保有国と核の傘にいる非保有国のグループ」対「条約を推進する

非保有国グループ」という対立の構図です。 

日本政府が、核保有国と非保有国との「橋渡し役」になろうと

するのであれば、世界で唯一の戦争被爆国が核兵器禁止条約への

署名・批准を行い、核抑止論を捨ててこそ、その役割が果たせる

と考えます。 

 

請願３号「消費税１０％への増税の中止を求める請願」

賛成討論 （要旨） 

○「請願」は、「アベノミクスによって、経済格差の広がりは顕著

で、中小企業や勤労者を土台とする国民経済は、一層深刻な消費

不況を招き、地域経済に計り知れない影響を与え、税収減を招き、

財政再建にも逆行する」として、来年 10 月からの消費税１０％

増税中止を求める内容です。 

 消費税は 1989 年 4 月 1 日に３％で導入され、今年で実施から

29年となり、30年目に入ります。 

消費税導入から 29 年間で国民が払った消費税は３４９兆円、国

民１人当たり２７５万円を払ったことになります。 

一方、法人税は一貫して下げられ、法人実効税率・法人三税は、

２０１２年に 50％から 37％に下げられ、２０１６年に 30％を切

りました。大企業の法人税減収は累計で２８０兆円です。 

消費税を導入するとき政府は、『消費税は社会保障のため』と説

明しましたが、結局は、消費税収入の大半は、法人税減税として

穴埋めにされたことになります。いま必要なのは、欠陥税制であ

り、不公平税制でもある消費税増税ではなく、税制の民主化です。 

いま、国会や政府が変えるべきは憲法ではなく、憲法をないがしろにした政治そのもの 


